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■ 申告準備に関する事項（課税事業者の判定）
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	 1.e-Taxのメッセージボックスを確認したか。
	
	

	2.その課税期間の基準期間における課税売上高を確認したか。
	
	

	3.事業年度を変更している場合、基準期間を確認したか（法人の場合）。
	
	

	 4.基準期間が1年でない場合、課税売上高を1年に換算したか。(法人の場合)
	
	

	 5.資本金1,000万円以上の新設法人か。（社会福祉法人他一定のものを除く）
	
	

	6.輸出免税売上も課税売上高に含めたか。
	
	

	7.基準期間が免税の場合、基準期間の課税売上高を税込額で判断したか。
	
	

	8.特定期間の課税売上は1,000万円を超えるか。また、超える場合に特定期間中に支払った給与等の金額が1,000万円以下とならないか検討したか。
	
	

	9.本則課税、簡易課税（基準期間の課税売上高5,000万円以下）の選択を確認したか。
	
	

	10.届出書は提出期限までに提出されているか。（届出書によっては、期限が休日である場合でも、その翌日をその期限とみなす規定の適用はないものもある）
	
	

	11.相続、合併等があった場合の基準期間の課税売上高の計算は適正か。
	
	

	12.調整対象固定資産に係る仕入税額控除の調整計算により、免税事業者になることができない課税期間を確認したか。また、当該課税期間は、簡易課税制度を選択できないことを確認したか。
	
	

	13.高額特定資産の仕入等を行った場合には、翌課税期間から２年間免税事業者になることができないことを確認したか。また、当該課税期間は、簡易課税制度を選択できないことを確認したか。
	
	

	14.公益法人等は特定収入割合の計算を行ったか。
	
	

	15.災害等により被災した場合に、災害減免法等の規定は検討したか。
	
	

	16.適格請求書等保存方式（インボイス制度）の登録を受けるためには登録申請手続きを行う必要があることを説明したか。
	
	


■ 課税売上高
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.課税売上割合が95％未満の場合、課税の対象となる特定課税仕入れの有無を確認したか。
	
	

	2.国内、国外の取引の区分はできているか。
	
	

	3.対価性のない取引を課税対象から除外したか。
(例) 受取保険金、補助金、助成金、受取配当金等
	
	

	4.課税売上・非課税売上・不課税売上の判定は適正か。(雑収入など)
	
	

	5.雑収入及び雑益等について課税、非課税、不課税の区分はできているか。個人事業者の場合、雑所得等事業所得以外の所得を確認したか。
	
	

	6.事業供用資産等の売却収入の計上はできているか。個人事業者の場合、譲渡所得を確認したか。
	
	

	7.土地・建物一括譲渡の場合の対価の額の区分等、課税資産の譲渡等の対価の額は適正か。
	
	

	8.相殺・交換のような同額の両落ちがある場合については、相殺・交換前の総額で課税売上高を計算したか。
	
	

	9.みなし譲渡、低額譲渡に該当する場合は適正に処理したか。
(法人では役員に対する資産の贈与・低額譲渡、個人事業者では家事消費・家事転用)
	
	


■ 本則課税の場合
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.課税売上については、分母・分子ともに税抜金額によっているか。
	
	

	2.分母・分子ともに対価の返還等を控除しているか。
	
	

	3.分母・分子ともに国外取引の対価は除かれているか。
	
	

	4.分母に、現物出資（ＤＥＳなど）が含まれているか。
	
	

	5.課税売上割合の計算上、有価証券等及び金銭債権の譲渡については、その譲渡にかかる対価の額の５％相当額を資産の譲渡等の対価の額として分母に算入したか。
	
	

	6.課税売上割合が95％未満の場合、仕入税額控除の対象となる特定課税仕入れの有無を確認したか。
	
	

	 7.帳簿の記帳、記録及び請求書等の保存ができているか。
	
	

	 8.個別対応方式及び一括比例配分方式の選択は適正か。
	
	

	 9.一括比例配分方式は２年間継続適用であることを確認したか。
	
	

	10.課税売上割合が95％以上かつ課税売上高が５億円以下の場合全額仕入控除が可能であるか確認したか。
	
	

	11.国内、国外の取引の区分はできているか。
	
	

	12.電気通信利用役務の提供に係る国内、国外の取引の区分はできているか。
	
	

	13.非課税、不課税仕入を控除していないか。課税仕入・不課税仕入・非課税仕入の判定は適正か。
	
	

	14.課税仕入等の計上時期は適正か。
	
	

	15.課税売上割合が95％未満又は課税売上高が５億円超の場合の仕入控除税額は適正か。
	
	

	16.免税事業者から課税事業者、又は課税事業者から免税事業者となった場合の棚卸資産に係る仕入控除税額の調整はできているか。
	
	

	17.調整対象固定資産を転用した場合における調整計算はできているか。
	
	

	18.課税売上割合が著しく変動した場合の調整対象固定資産に係る仕入控除税額の調整はできているか。
	
	

	19.売上値引、返品等は継続適用により売上からの直接控除で、あるいは売上に係る対価の返還等として適正に処理されているか。
	
	

	20.貸倒れがあった場合の税額控除は適正に処理されているか。
	
	

	21.課税貨物に係る消費税については、支払明細により確認したか。また、計算は適正か。
	
	

	22.課税売上割合が95％未満の場合、返還等の控除の対象となる特定課税仕入れの返還等の有無を確認したか。
	
	

	23.通勤手当や出張手当等について、適正に処理されているか。
	
	

	24.繰延資産（長期前払費用等）について、仕入税額控除は適正か。
	
	

	25.国、地方公共団体、公共法人、公益法人等の場合、特定収入に係る調整はできているか。
	
	

	26.個別消費税（軽油引取税等）は、適正に処理されているか。
	
	

	27.仕入控除税額を個別対応方式によって計算する場合において、共通対応する課税仕入等に係る消費税がその事業者の事業の実態を反映していないときは、課税売上割合に準ずる割合の適用を検討したか。
	
	

	28.売買とされるリース取引について仕入税額控除は適正に処理されているか。
	
	

	29.インボイス制度導入により、免税事業者からの仕入等について、原則として仕入税額控除が受けられないことを確認したか。（経過措置により令和11年9月までは一定の割合で計算した金額を控除することができます）
	
	

	30.基準期間における課税売上高が1億円以下（または特定期間における課税売上高が5,000万円以下）の事業者は、1万円未満の取引について帳簿のみの保存で仕入税額控除を受けることができ、インボイスの保存が不要なことを確認したか。（ただし、経過措置終了後である令和11年10月1日以降の取引はインボイスが必要となります）
	
	

	31.3万円未満の公共交通機関や従業員に支払う日当や出張旅費、通勤手当、自動販売機による商品等の特定取引については、一定の事項を記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められることを確認したか。
	
	


■ 簡易課税の場合
	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　　要

	1.簡易課税事業者

の判定
	(1)前課税期間以前に｢簡易課税制度選択届出書｣を提出しているか
	
	

	
	(2)新設法人又は特定新規設立法人に該当する場合、設立課税期間中に｢簡易課税制度選択届出書｣を提出しているか。
	
	

	
	(3)調整対象固定資産に係る調整制度により簡易課税を選択することができない課税期間を確認したか。
	
	

	
	(4)高額特定資産等を仕入れた翌期以降３年、簡

易課税制度が適用できないことを確認したか。（平成28年４月１日以後に高額特定資産の仕入れ等を行った場合）
	
	

	
	(5)基準期間の課税売上高が、5,000万円以下で

あることを確認したか。
	
	

	
	(6)輸出免税売上も課税売上高に含めたか。
	
	

	
	(7)基準期間が免税事業者であった場合、税抜処

理を行わない課税売上高で判定したか。
	
	

	
	(8)基準期間が１年でない場合、税抜処理を行わない課税売上高を１年に換算したか（法人の場合）
	
	

	2.事業区分の確認
	事業区分毎の｢みなし仕入率｣の適用は適正か。
	
	

	
	①第１種事業(卸売業)

　　　　　【みなし仕入率90％】
商品の性質及び形状を変更しないで他の事業者に対して販売している。
	
	

	
	②第２種事業(小売業)

　　　　　【みなし仕入率80％】

　商品をその性質及び形状を変更しないで他の事業者以外に販売している（消費者または販売先不明の場合)。
	
	

	
	③第３種事業(製造業等)

　　　　　【みなし仕入率70％】

　農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業(製造小売業を含む)、電気業、ガス業、熱供給業及び水道業に該当する(加工賃等を対価とする役務の提供(第４種)ではないこと)。
	
	

	
	④第４種事業(その他の事業)

　　　　　【みなし仕入率60％】

　飲食店業、製造業等のうち加工賃を対価とする役務の提供、固定資産等の売却等に該当する。
	
	

	
	⑤第５種事業(金融保険業等)

　　　　　【みなし仕入率50％】

　金融保険業、運輸通信業及びサービス業（飲食店業を除く）に該当する。
	
	

	
	⑥第６種事業(不動産業)

　　　　　【みなし仕入率40％】

　 不動産業に該当する。
	
	

	
	⑦２以上の事業を営む場合
　１つの事業の課税売上高が全体の100分の75以上を占める場合、特例の適用を検討する。
	
	

	
	⑧３つ以上の事業を営む場合
　２つの事業の課税売上高が全体の100分の75以上を占める場合、特例の適用を検討する。
	
	


■ その他
	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　　要

	 1.その他
	(1)前期以前の税務調査等における指摘事項について、当期では適正に処理されているか。
	
	

	
	(2)確定申告書に計算表(付表)が添付されているか。
	
	

	
	(3)還付申告の場合に、消費税の還付申告に関する明細書は添付されているか。また、還付となる原因の説明ができているか。
	
	

	
	(4)課税標準額に対する消費税及び仕入控除税額の端数処理は適正か。
	
	

	
	(5)課税事業者選択届出書を提出した場合において、調整対象固定資産を取得したときは、３年間は本則課税の課税事業者となることを確認したか。
	
	

	
	(6)資本金1,000万円以上の法人を設立した場合において、調整対象固定資産を取得したときは、３年間は本則課税の課税事業者となることを確認したか。
	
	


